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図 1 は、1980 年から 2020 年の「専業主婦世帯と共働き世帯の推移」につい
て表している。ヤマト運輸の宅急便が開始されたのは 1976 年であるが，数年
後の 1980 年代初頭は、共働き世帯が専業主婦世帯の 6 割以下だったことが示
されている。その後両者の差が縮小し 1990 年代に同水準に達し、2020 年には
共働き世帯は専業主婦世帯の 2 倍以上となっている。 











億個弱であったが、1990 年度には 10 億個を超え、佐川急便が参入した翌年の














5.3％であったが、2019 年には 42.8％まで上昇し、2020 年は新型コロナウィ
ルスの影響を受け過去 高の 48.8％となっている(4)。 
また、「情報通信白書（平成 28 年度）」によれば、ネットショッピングを利
用する理由やメリットとして「実店舗に出向かなくても買い物ができる」が
も多く（68.1％）、「24 時間いつでも買物できる」が 2 位（62.8％）であった。
さらに、「実店舗に行く時間を制約できる」が 5 位（36.5％）、「検索機能等に
よって買いたいものを探す時間を節約できる」が 7 位（24.5％）、「対面での接



































































る（2020 年 11 月発表）。同社が管理している分譲マンション 3,921 件のうち
宅配便の非対面受取に関する考察 
13 
70.8%の 2,775 件で設置されている。また、全体のうち 68.3％は新築から設置
されている(11)。 
築年数別では、築 20 年以下のマンションでは 99％以上で設置されているが






実施している。2018 年 8 月時点で新築では 72.09％、築 20 年以内では 62.42%






























パナソニック株式会社ライフソリューションズ社は 2018 年 12 月から 2019
年 1 月に「東京都世田谷区内の子育て世帯を対象とした実証実験」を実施して

















パナソニック株式会社は福井県あわら市で 2016 年 10 月から 2017 年 3 月の
間、共働き 106 世帯を対象に、「戸建て向け宅配ボックスの設置が再配達の削
減にどの程度効果を上げるか」という調査を実施した(17)。調査の結果、設置前





























































ボックスが 1 個の場合、複数個使用できないという課題がある。 
 
表 1 宅配ボックスの設置と運用に関する課題 






























表 2 国土交通省における宅配ボックス設置に関する支援策等について 









































































することによりコロナ対策と利便性を向上させるもの（Ⅲ）」の 3 つに整理される。 
 
②容積率の緩和について 
2018 年 9 月から宅配ボックスの設置部分が容積率緩和の対象に加わった。



















るため 1981 年に導入したのが始まりとされている。EC 事業者としては、ファ
ンケルが 1997 年から開始している(25)。 
多くが生協によるものであった「置き配」は、アマゾン・ジャパン合同会社
















また、㈱ナスタが 2021 年 2 月に実施した「『置き配』に関する実態調査」で













らについて住宅の形態別にまとめたものが表 3 である。 
 
表 3 宅配ボックスと置き配の比較 
 宅配ボックス 置き配 
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